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高
年
齢
者
や
障
害
者
を
雇
用
し
た
事
業
者
に

雇
用
促
進
奨
励
金
を
交
付
し
ま
す

　
公
共
職
業
安
定
所
（
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
）
の
職
業
紹
介
で
、
市
内
の
高
年
齢
者

か
、
心
身
障
害
者
を
常
用
労
働
者
と
し
て
新
た
に
雇
用
し
た
市
内
事
業
者
に
、

高
年
齢
者
等
雇
用
促
進
奨
励
金
を
交
付
し
て
い
ま
す
。
奨
励
金
は
、
雇
用
し
た

月
の
翌
月
か
ら
12
か
月
を
限
度
に
、
１
月
あ
た
り
高
年
齢
者
は
１
万
円
、
心
身

障
害
者
は
１
万
５
０
０
０
円
を
上
期
と
下
期
に
分
け
て
交
付
し
ま
す
。
該
当
す

る
事
業
主
は
、
２
月
28
日
㈮
ま
で
に
商
工
観
光
課
へ
連
絡
し
て
く
だ
さ
い
。

　
▼
対
象
と
な
る
事
業
主　
①
市
内
に
事
業
所
が
あ
る
こ
と
、
②
市
税
を
完
納

し
て
い
る
こ
と
、
③
公
共
職
業
安
定
所
の
紹
介
で
市
内
在
住
の
高
年
齢
者
（
60

歳
以
上
）
や
心
身
障
害
者
を
常
用
労
働
者
と
し
て
、
元
年
７
月
１
日
〜
12
月
31

日
に
新
た
に
雇
用
し
て
い
る
こ
と

（
商
工
観
光
課
）

農
業
委
員
・
農
地
利
用
最
適
化
推
進
委
員

　
①
農
業
委
員
、
②
農
地
利
用
最
適
化
推
進
委
員
を
募
集
し
ま
す
。
募
集
要
項

と
申
込
用
紙
は
、
農
政
課
、
農
業
委
員
会
事
務
局
で
お
渡
し
し
て
い
ま
す
。
市

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
か
ら
も
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
で
き
ま
す
。

　
▼
資
格　
①
農
業
に
関
す
る
識
見
を
有
し
、
農
地
な
ど
の
利
用
の
最
適
化
の

推
進
に
関
す
る
事
項
そ
の
他
農
業
委
員
会
の
所
掌
に
属
す
る
事
項
に
関
し
そ
の

職
務
を
適
切
に
行
う
こ
と
の
で
き
る
人
、
②
農
地
な
ど
の
利
用
の
最
適
化
の
推

進
に
熱
意
と
識
見
を
有
す
る
人　
▼
募
集
人
数　
①
14
人（
過
半
数
が
認
定
農

業
者
等
・
農
業
委
員
会
の
所
掌
に
属
す
る
事
項
に
関
し
利
害
関
係
を
有
し
な
い

人
を
含
め
る
こ
と
）、
②
13
人　
▼
任
期　
７
月
20
日
㈪
か
ら
３
年
間（
②
は
予

定
）　
▼
主
な
職
務　
①
毎
月
実
施
す
る
農
業
委
員
会
総
会
で
の
審
議
、
農
地

な
ど
の
利
用
の
最
適
化
の
推
進
（
担
い
手
へ
の
農
地
な
ど
の
利
用
の
集
積
・
集

約
化
、
遊
休
農
地
の
発
生
防
止
と
解
消
の
促
進
、
新
規
参
入
の
促
進
に
よ
る
農

地
な
ど
の
利
用
の
効
率
化
や
高
度
化
の
促
進
）、法
人
化
・
そ
の
他
農
業
経
営
の

合
理
化
・
農
業
一
般
に
関
す
る
調
査
や
情
報
提
供
な
ど
。②
担
当
地
区
に
お
け

る
農
地
な
ど
の
利
用
の
最
適
化
を
推
進
す
る
た
め
の
実
践
活
動
な
ど　
▼
報
酬　

①
月
額
４
万
８
０
０
０
円（
会
長
は
５
万
３
０
０
０
円
）、②
月
額
４
万
１
０
０

０
円　
▼
申
し
込
み　
２
月
３
日
㈪
〜
３
月
５
日
㈭
午
後
５
時
必
着
で
、推
薦

ま
た
は
応
募
で
①
は
農
政
課
、②
は
農
業
委
員
会
事
務
局
へ
持
参
ま
た
は
郵
送

一
般
国
道
４
６
４
号
北
千
葉
道
路（
市
川
市
〜
船
橋
市
）

都
市
計
画
の
変
更
の
案
と
環
境
影
響
評
価
準
備
書
を
縦
覧

　
一
般
国
道
４
６
４
号
北
千
葉
道
路
（
市
川
市
〜
船
橋
市
）
に
つ
い
て
、
都
市

計
画
の
変
更
の
案
と
、
環
境
調
査
・
予
測
・
評
価
・
環
境
保
全
対
策
の
検
討
結

果
な
ど
を
取
り
ま
と
め
た
環
境
影
響
評
価
準
備
書
を
縦
覧
し
ま
す
。
意
見
書
を

提
出
で
き
ま
す
の
で
、
提
出
先
や
提
出
方
法
は
県
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
確
認
し
て

く
だ
さ
い
。
準
備
書
の
内
容
に
つ
い
て
の
説
明
会
も
開
催
し
ま
す
。
問
い
合
わ

せ
は
、
市
土
木
建
設
課
か
県
都
市
計
画
課

０
４
３（
２
２
３
）３
３
７
６
へ
。

　
▼
縦
覧
期
間　
土
曜
・
日
曜
日
、
祝
日
、
休
日
を
除
く
２
月
４
日
㈫
〜
３
月

３
日
㈫
午
前
８
時
30
分
〜
午
後
５
時
15
分　
▼
縦
覧
場
所　
市
都
市
計
画
課　

■
説
明
会　
▼
日
時　
２
月
23
日
㈷
午
後
２
時
30
分
か
ら（
30
分
前
か
ら
受
け
付

け
）。
正
午
〜
午
後
５
時
に
パ
ネ
ル
展
示
も　
▼
場
所　
船
橋
市
小
室
公
民
館

　２月３日㈪～３月16日㈪に市役所で市民税・県民税の申告、２月17日㈪
～３月16日㈪は千葉西税務署で所得税の確定申告が行われます。申告には
マイナンバー確認書類と身元確認書類が必要です。受付開始日から１週間
程度と締め切り間際は大変混み合います。余裕を持って申告してください。

市民税・県民税の申告
問い合わせ：市民税課 483-1151

市民税・県民税の申告
受付方法は持参か郵送で
　提出期限は３月16日㈪です。市役所第２別館
で、相談・提出ができます。支所・連絡所は提
出のみで、相談はできません。受付時間は、土
曜・日曜日、祝日を除く午前８時30分～午後５
時です。市民税課へ郵送でも提出できます。
　次の１と２に該当する人は、市民税・県民税
の申告をしてください。所得税の確定申告をし
た人は、申告する必要はありません。
１． ２年１月１日現在、市内在住で次のいずれ
かに該当する人

①前年中に給与所得がある人
•勤務先から市に給与支払報告書（源泉徴収票
と同じ内容のもの）が提出されていない人。
提出の有無は勤務先に確認してください
•年末調整済みの給与所得以外に、不動産所得
や原稿料報酬などがある人。その所得の合
計金額が20万円以下で確定申告が不要でも、
市民税・県民税の申告は必要です

•源泉徴収票に書かれていない所得控除の適用
を受ける人

②前年中の収入が公的年金のみで、源泉徴収票
に書かれていない所得控除の適用を受ける人
③前年中に収入がない人や遺族年金などの非課
税所得のみだった人（国民健康保険料など
の算定や所得課税証明書の交付などに必要）

２． 市内に住んでいない人で２年１月１日現在、
市内に事業所・事務所または家屋敷がある人

申告に必要なもの
　既に届いている人は申告書類、筆記用具、印
鑑（認印可）、電卓、身元確認書類（運転免許
証など）と、①マイナンバーカードまたは、②
マイナンバー通知カードかマイナンバーが記載
された住民票の写しをお持ちください。
● 本人が記入済みの申告書を支所・連絡所に提
出、または家族が提出する場合は、本人の身
元確認書類と①または②の写し
● 代理人が申告する場合は、本人の身元確認書
類と①または②の写しと、代理人の身元確認
書類。法定代理人は、その資格を証明する書
類。任意代理人は委任状など
● 郵送する場合は、本人の身元確認書類と①ま
たは②の写しを〒276-8501市民税課へ

■申告の内容によっては必要なもの
•源泉徴収票などの収入や経費がわかる書類
•社会保険料（国民年金保険料、介護保険料、
健康保険料など）の支払証明書や領収書など
•生命保険料や地震保険料などの控除証明書
•障害者手帳や療育手帳など
•医療費控除の明細書など（保険組合が発行す
る医療費通知や領収証から明細書を作成する
と、領収証の添付は不要になります。領収証
は、申告から５年間自宅で保管してください）

所得税の確定申告
問い合わせ：千葉西税務署 043-274-2111

所得税の確定申告をする人
　各種所得の合計金額から、基礎控除やその他
の所得控除を差し引いて計算した税額から、配
当控除や住宅ローン控除などを差し引いて残額
がある人は、確定申告が必要です。
１．給与所得があり、次のいずれかに該当する人
①給与の収入金額が2,000万円を超える人
②給与を１か所からもらっている人で、給与所
得と退職所得を除く他の所得の合計金額が20
万円を超える人
③給与を２か所以上からもらっていて、年末調
整をしなかった給与の収入金額と給与所得、
退職所得を除く他の所得金額の合計金額が20
万円を超える人
④同族会社の役員などでその会社から貸付金の
利子、賃貸料、使用料などをもらっている人
⑤災害減免法で、給与について源泉徴収税額の
徴収猶予や還付を受けた人
２．公的年金などの収入がある人
　公的年金などの収入の合計金額が400万円以

●災害などによる市民税・県民税の軽減
　雑損控除の申告により、控除を受けることが
できます。申告方法などは、市ホームページで確
認するか、市民税課へお問い合わせください。
●ふるさと納税ワンストップ特例制度
　所得税の確定申告や市民税・県民税の申告
をしない人が対象です。申告すると無効にな
ります。医療費控除などを受けるために申告
をする場合は、寄附金控除の申告も必要です。

●上場株式等に係る配当所得などがある人は
　確定申告と市民税・県民税申告で、異なる
課税方式を選択する場合は、①市民税・県民
税申告書、②市民税・県民税申告書 (上場株
式等の所得に関する課税方式選択申出書 )、③
確定申告の写しの３点の提出が必要です。市
民税課のホームページからダウンロードできま
す。異なる課税方式を選択すると、国民健康
保険料などの金額が変わることがあります。

市民税・県民税の申告と所得税の
　　　受け付けは３月16日㈪まで


